
 
 

 
西南学院大学  
学外連携推進室    行  
ＦＡＸ  ０９２－８２３－３２４９ 

2005年度リカレント講座  申込書 
記入上のご注意 
① 住所、氏名（ふりがな）、電話番号(太線枠内)は必ずご記入ください。 
② 年齢、学校名等（太線枠以外）については、講義実施上、受講者情報把握のため使わせてい

ただきますので、お差し支えない範囲でご記入ください。 

受講講座名 
これからの学校を考える－教育改革の動向と学校の課題－ 
 ご希望の受講形態数字を○でお囲みください。（複数回答可） 

1.全講義、2.1 日目のみ、3.2 日目のみ、4.3 日目のみ

住  所 
〒 

フ リ ガ ナ 

氏  名 
 
 

電話番号  

年  齢 
才
本学卒業生の方は 学部    学科 

年卒業 

学校名  

現在抱えて

いる課題、

問題点など 

 
 
 
 

お申し込みは、この用紙に記入のうえ、ＦＡＸまたは郵送ください。 
なお、お申し込みは先着順に受付け、順次定員まで受講案内、受講料納入用紙等をお送り

いたします。 
〒８１４－８５１１  福岡市早良区西新６－２－９２    

 西南学院大学  学外連携推進室  （杉野） 
電話   ０９２－８２３－３２３２    FAX    ０９２－８２３－３２４９ 

 
 

 

個人情報のお取り扱いについて 
受講申込時にお預かりした上記の個人情報は、当講座の実施･運営（受講者名簿作成、受

講案内の送付、受講者情報の把握、受講料の入金管理、出席管理、修了証の作成および図

書館の利用管理等）ならびに次回の講座や本学主催の講演会等のご案内に使わせていただ

き、他の目的には使用いたしません。 
なお個人情報は、紙および電子データで保存し、「西南学院個人情報保護規程」、「西

南学院個人情報取扱手引」に則って、第３者への無断提供、紛失、遺漏、改竄等が無いよ

う、適切に管理いたします。 



2005(平成 17)年度 リカレント講座募集要項（追加募集） 
 

 

 
 

講座のテーマ これからの学校を考える－教育改革の動向と学校の課題－ 

講座責任者 人間科学部 児童教育学科教授 中村 奈良江 

講座の概要 

 

 

現在揺れ動いている学校について、まず教育改革の内外の動向につい

て学習し、さらに、学校が直面する諸課題の解決策について検討する。

これらを通じて、教育を支援することを目的とする。 

大きく次の３つに分けて行う 

 I   教育改革と教育実践 

 II  子ども理解と教師の指導 

 III 学力問題と国際比較 

開講期間・時間 各 1時間 30 分程度 全講義は 3日で終了する。 

受講対象者 
教育に関わる人（近郊の幼稚園、小、中、高等学校の教員、非常勤の教

員、事務、大学院生など） 

募集期間 
6 月 27 日(月)～7月 20 日(水)※定員になり次第締め切らせていただきま

す。 

主  催 西南学院大学 後  援 
福岡県教育委員会 

福岡市教育委員会 

定  員 ５０名 受講料 
4,000 円/１日 

（３日間で１０，０００円） 

講座

記号 

月 日 

（曜日） 
講座番号 内    容 担当者 

１ 
教育改革の動向―中教審答申、教育特

区、教育基本法改正をめぐる動きから

児童教育学科教授 

吉岡 直子 

２ 
授業分析とカルテ－個に即した教育の

前提－ 

児童教育学科教授 

田代 裕一 
I 
８月３日 

（水） 

３ 
実践者自身のスキルアップのための授

業研究（改造）法   

児童教育学科助教授

渡邊 均 

４ 子ども理解と共感 
児童教育学科教授 

中村 奈良江 

５ 幼児・児童の理解と教師の指導 
児童教育学科助教授

門田 理世 II 
８月４日 

（木） 

６ 
思春期の子ども理解と教師に求められ

るもの 

西南学院大学 

非常勤講師 

 大出 美知子 

７ 世界における学力問題 
児童教育学科教授 

松永 二 

８ 文科系教科の教育における学力問題 
児童教育学科教授 

藤田 尚充 
III 
８月５日 

（金） 

９ 理科系学科の教育における学力問題 
児童教育学科教授 

大濵 順彦 

計（全 ９ 回） 

備  考 

会 場：大学院棟教室を予定。 

講座の初日に開講式(オリエンテーションを含む)を行い、最終日に修了式及び茶話会を行

う。 



 

日程 講  義 講義内容の概略 

１ 

教育改革の動向―中教

審答申、教育特区、教育

基本法改正をめぐる動き

から 

日本の教育制度はかつてない大変動のただ中にある。それは学校制度、教育課
程、教育行財政を始め教育のほとんどすべての領域を網羅して進行している。本
講座では、中教審における審議、教育基本法改正問題、教育特区等の動きを概
観し、特に学校制度と学校運営における改革の現段階（義務教育制度、学校選択
制、地域運営学校等）に焦点を当て、その問題点と課題を考察する。 

２ 

授業分析とカルテ－個に

即した教育の前提－ 

教育実践の第一の前提は、目の前の子どもの具体的な理解にあるといえる。この
具体的な理解の上で、その子どもに対して何が可能か、何を実現できるかという、
具体的な教育の構想が持てるのである。ここでは、そのような子ども理解の方法と
して、上田薫氏の創設した「カルテ」と、重松鷹泰氏が開発した「授業分析」を紹介
し、事例を取り上げて、演習的に進めていきたい。 

８
月
３
日 

３ 

実践者自身のスキルアッ

プのための授業研究（改

造）法   

日々の実践の営みの中で授業改造を推し進めていくことは教師の重要な努めで
ある。より良い授業を求めて「授業改造」を図る方法には多様なものが考えられる
が、このプログラムでは、広く知られている例を挙げると「ウェッビング」のような、教
科等の内容に関わらず「アクティビティ」として導入することで学習者の思考を拡張
するツールを共有したい。Bellanca,J の Active Learning Handbook(1997)を紹介し
ながら、学習活動を導く者とのしての「ひきだし」を増やす機会を提供したいと考え
る。 

４ 

子ども理解と共感 子どもの思考や社会性の発達の基本的な考えについて、認知論者や社会学習論
者の知見を紹介し、子どもの思考は大人とはどのように違うかものであるか、それ
ぞれの発達時期に子どもたちは何を獲得しようとしているかという認識を深める。ま
た、発達と教育の関連についての考えを合わせて紹介することによって、II 限目、
III 限目の理論的な背景を知ることを最大の目的としている。 

５ 

幼児・児童の理解と教師

の指導 

「子どもの仕事はあそびである」一見不可解にも取れるこの一文は、しかし、就 
学前・就学前期の子どもに携わる者にとっては、生涯をかけての命題として提示 
される。子どもの育ちを把握し、その発達を助長するためには、『子どもの学び』 
という切り口から、この命題の真偽が問われ続けなければならない。本講座では、
具体的な事例を取り上げながら、正しい子ども理解に立脚して『子どもの学び』を
語れる教師とその指導の在り方について考えていく。 

８
月
４
日 

６ 

思春期の子ども理解と教

師に求められるもの 

思春期は対応が難しい時期である。ここでは、思春期についての基本的な理解と
同時に子ども達の声を載せた資料等を読みながら、かれらの内面の世界に触れて
いく。また、スクールカウンセラーの視点からみた思春期の子どもたちの現状と、教
師としてどのような対応が可能であるかを考えていく。あわせて、不登  
校等についてもとり上げ、事例を通して考えていきたい。 

７ 

世界における学力問題 国際的な学力調査によってわが国の子どもたちの学力低下傾向が明らかになり、

「ゆとり教育」の見直し気運が高まっている。しかし、「学力」とはそもそも何なのだろ

うか。世界の国々においても学力問題への関心は高く、例えば EU加盟国は、こ

の問題にキー・コンピテンシー（Key competencies）「個人が自立し、生き甲斐と責

任があり、成功した人生を送るために不可欠なもの」という概念でもってアプローチ

している。このような諸外国の動向を比較検討しながら、本講義では世界における

学力問題について考えてみたい。 

８ 

文科系教科の教育にお

ける学力問題 

IEA(国際教育到達度評価学会)、PISA(生徒の学習到達度調査)の国際的学力調
査で日本の子どもの学力低下が指摘され、ゆとり教育から学力向上と競争の教育
へと急速に転換されようとしている。4 月には「発展的な内容」を盛り込んだ中学校
教科書の検定結果が報告されたが、社会科では「発展的な内容」は殆ど認められ
ず、特に歴史では 1項目もなくゼロだった。文部科学省の言う「学力」 とは何なの
だろうか。国語と社会科を中心に、IEA や PISA の結果、教科書、そして授業実践
から学力について考えたい。 

８
月
５
日 

９ 

理科系学科の教育にお

ける学力問題 

昨年１２月に発表された２つの国際的な調査（OECDの国際学習到達度調査，及

び国際教育到達度評価学会の学力調査）結果より、日本の小中学生の応用力、

読解力や理数学力の低下が判明した。これらの学力低下の原因はどこにあるの

か、この学力低下を解決するための理科教育には何が必要か。特に理科の学力

低下の原因と解決方策について提起する。また、小学校の理科教育における指

導書である、「小学校学習指導要領解説・理科編」の問題点にも触れる。 


